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１．イージス・アショアの必要性

2

（１）概要と北朝鮮情勢



イージス・アショアの必要性について
１．我が国周辺には、我が国を射程に収めるミサイルが依然として多数存在。

同時に発射された４発のスカッドER
2017年3月

海中の潜水艦から発射されるＳＬＢＭ
2016年8月

○我が国を取り巻く安全保障環境は一層厳しさを増し、また大量破壊兵器及びそれらの運搬
手段である弾道ミサイルの拡散問題は、東アジアを含む国際社会にとっての大きな脅威。

○我が国のミサイル防衛システムは、あらゆる弾道ミサイルの脅威から国民の生命・財産を守
るために整備を進めているものであり、特定の国・地域のみを対象としているものではない。

○現実の問題として、北朝鮮は、我が国を射程に収める弾道ミサイルを数百発保有。

３．平素から、いかなる事態にも対応し得る万全の備えが必要。

イージス・アショアの導入により、我が国のミサイル防衛能力は抜本的に向上し、２４時間３６５日防護が可能に。イージス・アショアの導入により、我が国のミサイル防衛能力は抜本的に向上し、２４時間３６５日防護が可能に。

２．北朝鮮は、我が国を奇襲的に弾道ミサイル攻撃できる能力を開発・保有。

○北朝鮮は、移動式発射台（ＴＥＬ）や潜水艦発射型弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）を用いて
我が国を奇襲的に攻撃する能力や、同時に多数の弾道ミサイルを発射することが
できる能力を保持。

○先般の米朝首脳会談の成果の上に立って、今後とも、北朝鮮による全ての大量破
壊兵器及びあらゆる射程の弾道ミサイルの、完全な、検証可能な、かつ不可逆的
な方法での破棄に向けて努力していくことが重要であり、北朝鮮に対して、国連安
保理決議の完全な履行を求め、北朝鮮の具体的な行動を見極めていくことが必要。

○防衛装備品は、事態が切迫してから取得しようとしても、取得までには長い期間を要する。

○国民の生命・財産を守ることは、政府の最も重要な責務であり、いかなる事態にも対応し得
るよう、万全の備えをするためには、平素から必要な装備品を整備しておくことが必要。

○我が国全土を２４時間３６５日、切れ目なく防護することが可能となり、弾道ミサイル攻撃を断念させる抑止力が大きく向上（イー
ジス艦は整備・補給のため港に戻る必要がある）。

○イージス艦を本来の任務である海洋の安全確保任務に戻すことが可能となり、我が国全体の防衛力・抑止力の向上に寄与。

○長期間の洋上勤務が繰り返される等厳しい勤務環境に置かれているイージス艦乗組員の負担軽減。

例えばイージス艦は、導入決定から建造・配備完了までに５年以上を要する。
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○ 核交渉のこれまでの経緯は、以下のサイクルの繰り返し

① 核開発を強行する姿勢を誇示すること（「強硬姿勢」）によって、危機を演じて米国に対話圧力
② 核・ミサイルをカードに米国を交渉に誘い出す
③ 核開発中断と引き替えに「見返りを獲得」した後
④ 合意を破棄
⇒ 対話のための対話では意味がなく、北朝鮮から非核化に向けた具体的な行動を引き出していくことが必要

【 核兵器を利用した北朝鮮の外交サイクルの一例 】

事例 ①強硬姿勢 ②交渉（柔軟姿勢） ③見返り獲得 ④合意破棄

米朝枠組み
合意

（94年10月）

ＮＰＴ脱退宣言
（93年3月）

＝第１次核危機

・米朝高官協議
（93年6月）

・カーター訪朝
（94年6月）

・重油年間５０万トン
・軽水炉建設

・ ウラン濃縮計画の
存在認める
(02年10月)

・ プルトニウム施設の
再稼働（02年12月）

・ ＮＰＴ脱退再宣言
（03年1月）

＝第２次核危機

第４回
六者会合
共同声明
（05年9月）

第２次核危機
・米中朝三か国協議

（03年4月）
・六者会合の開始

（03年8月）

・軽水炉提供
・米朝国交正常化
・エネルギー支援等を約束

第１回核実験
（06年10月）

協議再開

核交渉のこれまでの経緯
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主な合意内容

米
朝
枠
組
み
合
意

94.10
米朝枠組み合意

・北朝鮮は、核施設（黒鉛減速炉と関連施設）を1か月以内に凍結
・米国は、3か月以内に重油の納入を開始し、1基目の軽水炉が完成するまで、
年50万ﾄﾝ提供
・米国は、2003年までに200万キロワットの総発電能力の軽水炉を提供
・北朝鮮の核施設は、軽水炉計画が完全に実現された時点で解体
・米朝の政治・経済関係の正常化に向け行動

六
者
会
合

05.9
六者会合共同声明

・北朝鮮は、全核兵器及び核計画を放棄
・軽水炉提供へ向けて六者が協議
・米朝国交正常化へ向けて米朝が協議
・エネルギー支援等を約束

07.2
初期段階の措置合意

・北朝鮮は、核施設（再処理施設含む）について活動停止及び封印を実施
・（北朝鮮を除く関係国）は、重油5万ﾄﾝ相当を支援
・六者は、上記措置を60日以内に実施

07.10
第２段階の措置合意

・北朝鮮は、2007年12月31日までに、核計画の完全な申告及び全ての核施設
（5メガワット実験炉、再処理工場、核燃料棒製造施設）の無能力化 を実施
・（北朝鮮を除く関係国）は、上記期間中、重油95万ﾄﾝ相当を支援、テロ支
援国家指定解除

今
回

18.6
米朝首脳会談
共同声明

・北朝鮮は、朝鮮半島の完全な非核化に取り組む
・（米国は、北朝鮮の）安全を保証

核問題をめぐる過去の合意
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○ ２０１６年９月５日に発射された３発のスカッドＥＲと推定される弾道ミサイルは、同時に発射され、
いずれも約１，０００ｋｍ飛翔した上で、ほぼ同じ地点に落下したと推定される。

○ ２０１７年３月６日に発射された４発のスカッドＥＲと推定される弾道ミサイルは、同時に発射され、
いずれも約１，０００ｋｍ飛翔し、そのうち３発は、我が国の排他的経済水域（ＥＥＺ）内に、残り１発
もＥＥＺ付近に落下したと推定される。

最近の北朝鮮の弾道ミサイル発射の動向 ①

17年3月6日の弾道ミサイル
発射（イメージ）

黄州（ﾌｧﾝｼﾞｭ）

16年9月5日の弾道ミサイル発射
（イメージ）

同時に発射された４発のスカッドER （17年3月）

１．飽和攻撃のために必要な正確性及び運用能力の向上

飽和攻撃のために必要な正確性及び運用能力の向上を企図している可能性
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○ 発射台付き車両（ＴＥＬ）や潜水艦を使用する場合、任意の地点からの発射が可能であり、発射の兆
候を事前に把握するのが困難となるが、北朝鮮は、ＴＥＬからの発射や潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬ
ＢＭ）の発射を繰り返している。

○ また、2016年に発射を繰り返したＳＬＢＭや2017年2月12日及び5月21日に発射されたＳＬＢＭを地
上発射型に改良したと推定される新型弾道ミサイルは、固体燃料を使用しているものとみられ、北朝鮮
は、弾道ミサイルの固体燃料化を進めている可能性がある。（一般的に、固体燃料推進方式は、液体燃
料推進方式に比べ、即時発射が可能であり、発射の兆候が事前に察知されにくく、軍事的に優れている
とされる。）

発射の兆候把握を困難にするための秘匿性や即時性を高め、奇襲的な攻撃能力の向上を図っ
ているものとみられる。

TELからの発射

潜水艦からの
発射

（様々な場所から発射されるイメージ）

固定式発射台
からの発射

２．奇襲的な攻撃能力の向上

移動可能
任意の地点から発射可能
⇒見つかりにくい

海中から発射
⇒見つかりにくい

外部からの攻撃に
脆弱

最近の北朝鮮の弾道ミサイル発射の動向 ②

ＴＥＬから発射されるＩＲＢＭ級の
新型弾道ミサイル（17年9月）

海中の潜水艦から発射される
ＳＬＢＭ（16年8月） 7



２０１６年６月２２日のムスダン発射、２０１７年５月１４日、７月４日及び２８日の新型弾道ミサイル発
射にみられるような、通常よりも高い角度で高い高度まで打ち上げる、いわゆる「ロフテッド軌道」と
考えられる発射形態が確認された。

一般論として、ロフテッド軌道で発射された場合、迎撃がより困難になると考えられる。

ロフテッド軌道

ミニマムエナジー軌道

ミニマムエナジー軌道
最も効率的な飛しょうパターン。

ロフテッド軌道
ミニマムエナジー軌道と比べ、高度を高くとり、高仰角で落下す

るため、対処が困難。

最近の北朝鮮の弾道ミサイル発射の動向③

昨年５月１４日の新型弾道ミサイル１発発射
の翌日に公開された画像

・ 2016年6月22日に発射されたムスダン（２発目）は、1,000kmを超える高
度に達した上で、約400km飛翔。

・ 2017年5月14日に発射された中距離弾道ミサイル（IRBM）級の新型弾道
ミサイルは、2,000kmを超える高度に達した上で、約800km飛翔。

・ 2017年7月4日に発射された大陸間弾道ミサイル（ICBM）級新型弾道ミサ
イルは、2,500kmを大きく超える高度に達した上で、約900km飛翔。

・ 2017年7月28日に発射された大陸間弾道ミサイル（ICBM）級新型弾道ミ
サイルは、3,500kmを大きく超える高度に達した上で、約1,000km飛翔。

・ 2017年11月29日に発射された大陸間弾道ミサイル（ICBM）級新型弾道ミ
サイルは、4,000kmを大きく超える高度に達したうえで、約1,000km飛翔。

３．発射形態の多様化
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１．イージス・アショアの必要性

9

（２）弾道ミサイル防衛の概要と
イージス・アショアの導入



弾道ミサイルの概要

区分 射程 弾道ミサイルの飛しょう（イメージ）

短距離弾道ミサイル
(Short Range Ballistic Missile,

SRBM)

約1,000km 以下

準中距離弾道ミサイル
(Medium Range Ballistic Missile, 

MRBM)

約1,000 km～
約3,000 km

中距離弾道ミサイル
(Intermediate Range Ballistic Missile, 

IRBM)

約3,000 km～
約5,500 km

大陸間弾道ミサイル
(Inter-Continental Ballistic Missile, 

ICBM)

約5,500 km 以上

○弾道ミサイルの区分

<1,000
SRBM

1,000-3,000
MRBM

5,500<
ICBM

距離
(km)

高度

3,000-5,500
IRBM

○弾道ミサイルと巡航ミサイルの違い

※弾道ミサイルの区分は、米ミサイル防衛庁ホームページ記載のBallistic & Cruise Missile Threat.(National Air and Space Intelligence Center作成)による

弾道ミサイル 巡航ミサイル

• 放物線を描いて飛しょうする、ロケットエンジン推進のミサイル。
• 長距離にある目標を攻撃することが可能。
• 速度が速い。

• ジェットエンジン推進の誘導式ミサイル。
• 低空飛行が可能。
• 飛行中に経路の変更が可能で、命中精度が極めて高い。
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○ 我が国は、弾道ミサイル攻撃などへの対応に万全を期すため、平成1５年度に弾道ミサイル防衛
（BMD）システムの整備を決定。

年 内容

平成7年
(1995年)

「我が国の防空システムの在り方に関する総合的調査研究」および「日米弾道ミサイル防
衛共同研究」開始

平成10年
(1998年)

北朝鮮が日本上空を越える弾道ミサイルを発射

海上配備型上層システムの一部を対象とした「弾道ミサイル防衛（BMD）に係わる日米共
同技術研究」について安保会議および閣議了承

平成11年
(1999年)

能力向上型迎撃ミサイルを対象とした共同研究開始

平成12年
(2000年)

「中期防衛力整備計画（平成１３年度～平成１７年度）」において、「技術的な実現可能
性等について検討の上、必要な措置を講ずる」こととする

平成15年
(2003年)

「弾道ミサイル防衛システムの整備等について」を安保会議および閣議で決定し、我が国
BMDの整備を開始（※）

平成17年
(2005年)

自衛隊法改正（弾道ミサイル等に対する破壊措置）
「弾道ミサイル防衛用能力向上型迎撃ミサイルに関する日米共同開発」に関して安保会議
および閣議で決定

平成19年
(2007年)

ペトリオットPAC-3の部隊配備開始
イージス艦によるSM-3発射試験開始

我が国の弾道ミサイル防衛の整備の経緯

（※）ＢＭＤシステムは、弾道ミサイル攻撃に対して我が国国民の生命・財産を守るための純粋に
防御的な、かつ、他に代替手段のない唯一の手段であり、専守防衛を旨とする我が国の防衛政策に
ふさわしいものであることから、政府として同システムを整備することとする。
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現在の我が国の弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）体制

ＰＡＣ－３
ミサイル

イージス艦

FPS-5レーダー

SM-3ミサイル

④ターミナル段階
での迎撃
④ターミナル段階
での迎撃

③ミッドコース段階での迎撃③ミッドコース段階での迎撃

我が国の弾道ミサイル防衛は、イージス艦による上層（大気圏外）での迎撃と、
PAC-3ミサイルによる下層（高度十数ｋｍ)での迎撃を組み合わせた多層防衛

早期警戒衛星
（米軍）

発射発射

①発射の熱源探知①発射の熱源探知

②目標探知・識別・追尾②目標探知・識別・追尾

FPS-3改レーダー

JADGE

自衛隊に伝達
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イ－ジス艦とイージスＢＭＤシステムの概要

○ イージス・システム搭載護衛艦（イージス艦）は、高度な防空能力（レー
ダー探知覆域、同時多目標対処等）を備え、護衛隊群の艦隊全般の防空を担
うことを目的に導入（最初のイージス艦「こんごう」は平成５年に就役）。

○ 海上自衛隊は、４つの護衛隊群を編成しており、１つの護衛隊群において、
２隻のイージス艦が必要との考えの下、イージス艦８隻体制を整備。

○ レーダー、ソフトウェア、 VLS（垂直発射装置）等で構成。

イージス艦について

こんごう あたご

イージスＢＭＤシステムについて

艦隊防空等のイメージ

○ イージス艦に弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）の任務に必要な機能を付加したもの。

○ 海上から、短・中距離弾道ミサイルをミッドコース段階（大気圏外）において迎撃する
システム。

○ レーダーによって飛来する弾道ミサイルを探知・追尾し、他のミサイルと混載する形で
ＶＬＳに搭載するＳＭ－３ミサイルによって弾道ミサイルを迎撃。

○ 「こんごう」型のイージス艦であれば、我が国全域を防護するためには３隻を展開する
必要。

レーダー
「こんごう」型イ－ジス艦

VLS

艦番号・名称 就役 BMD機能付与 艦番号・名称 就役 BMD機能付与 艦番号・名称 就役 BMD機能付与

173 「こんごう」 平成5年 平成19年 175 「みょうこう」 平成8年 平成21年 177 「あたご」 平成19年 平成30年

174 「きりしま」 平成7年 平成22年 176 「ちょうかい」 平成10年 平成19年 178 「あしがら」 平成20年 平成31年予定

定員約300名、全長161m、幅21m 定員約310名、全長165m、幅21m
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ペトリオットＰＡＣ－３の概要

○ ペトリオットPAC-3は、短距離・中距離弾道ミサイルに対処するよう設計され、下層（高度十数Km）に
おいて、落下する最終段階（ターミナルフェーズ）にある弾道ミサイルを迎撃するシステム。

○ ペトリオットPAC-3は1個ＦＵにつき半径数十㎞の範囲を防護。事態に応じて機動的に移動・展開。

飛来する弾道ミサイルをターミナル段階（大気圏内）において迎撃する防御システム

電源車

レーダー装置

アンテナマスト
グループ

射撃管制装置

※ FU：(Fire Unit)

１個高射隊の編成（1FU）

発射機（ランチャー）×５

2基の発射機がPAC-3ミサイルを搭載可能。
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警戒管制レーダー及び自動警戒管制システム(JADGE)の概要

15

○平成２０～２３年度に配備
○遠距離・広覆域を探知・追尾
可能
○ＢＭＤ対処では主として目標
を探知

ＦＰＳー５（４基）

○平成２０～２１年度にＢＭＤ
対処機能を付加

○FPS-3から探知・追尾距離を
延伸し、同時追尾目標数を増加

○ＢＭＤ対処では主として目標
を追尾

ＦＰＳー３改（７基）

飛来する弾道ミサイルを探知・追尾する。

警戒管制レーダー

指揮命令・航跡情報などを伝達・処理する、自
動化した全国規模の防空・弾道ミサイル防衛用シ
ステム。

自衛隊の警戒管制レーダーが入手した弾道ミサ
イルに関する情報を各種迎撃システムに伝達し、
ＢＭＤ統合任務部隊指揮官の指揮統制を支援する
とともに、米軍との情報共有の中核となる。

自動警戒管制システム
(Japan Aerospace Defense Ground Environment, JADGE)

ＪＡＤＧＥによる指揮統制のイメージ

警戒管制レーダー

イージス艦

ＢＭＤ統合任務部隊指揮官
航空総隊司令官

（横田）

自動警戒管制システム
（JADGE）

米軍情報

PAC-3

○ＢＭＤ機能を有するもの
は平成２９年度から順次
配備予定

○遠距離・広覆域を探知・
追尾可能

○ＢＭＤ対処では主として
目標を追尾

ＦＰＳー７（整備中）
※３３年度までに６基ＢＭＤ

機能を付加

警戒管制レーダー配備状況
早期警戒衛星（米国）

全国２８レーダーサイトのうち、ＢＭ
Ｄ機能を付加されたレーダーは、１１
基（３３年度には１７基）

３０年度配備完了予定

（平成30年3月現在）
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第２高射群(春日)

５
６
７
８

芦 屋
芦 屋
築 城
高良台

第４高射群(岐阜)

12
13
14
15

饗庭野
岐 阜
白 山
岐 阜

第１高射群(入間)

１
２
３
４

習志野
武 山
霞ヶ浦
入 間

高射教導群（浜松）
第２術科学校（浜松）

17 16,18

19

第５高射群(那覇)

16
17
18
19

知 念
那 覇
知 念
恩 納

第６高射群(三沢)

20
21
22
23

八 雲
車 力
車 力
八 雲

下甑島

大湊

佐渡

与座岳

沖永良部島

宮古島

見島

当別

加茂

大滝根山

経ヶ岬

笠取山

背振山

高畑山

海栗島

久米島

稚内
網走

襟裳

根室

奥尻島

串本

御前崎

峯岡山
高尾山

きりしま
（横須賀）

輪島

こんごう

ちょうかい

山田

福江島

改修中のイージス艦

BMD能力の付加
平成24年度予算から実施中

あたご(舞鶴)(29年改修完了済)

あしがら(佐世保)(30年中に改修完了)

（佐世保）

第３高射群(千歳)

９
10
11
24

千 歳
千 歳
長 沼
長 沼

新規建造のイージス艦

平成27年度よりさらに
２隻のＢＭＤ対応

イージス艦の建造に着手
(31年度、32年度就役)

３２年度配備
完了予定

３０年度配備
完了予定

３３年度配備
完了予定

３１年度能力向上
完了予定

３１年度能力向上
完了予定

３０年度能力向上
完了予定 ※PAC-3のうち２個群及び教育所要にPAC-3MSEを３２年度に配備

全２８個高射隊が３２年度にBMD対応化
（うちPAC-3MSE 12個高射隊、 PAC-3 16個高射隊）

※SM-3ブロックⅡAは33年度に配備予定

ＰＡＣ－３は、
１７個高射隊に配備

（平成30年度予算完成時）

みょうこう

あたご

（舞鶴）

イージス艦・ペトリオットシステム・警戒管制レーダーの配備状況
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SM-3搭載イージス艦

ペトリオットPAC-3
及びPAC-3MSE
（数字は高射隊の番号）

凡例

ＦＰＳ－５

ＦＰＳ－３改

その他のレーダー
（BMD能力なし）

ペトリオットPAC-3
（現在PAC-2で３２年度に
PAC-3が配備される部隊）

ＦＰＳ－７



防衛大綱に基づくＢＭＤシステム強化の取組

【防衛計画の大綱】

北朝鮮の弾道ミサイル能力の向上を踏まえ、対処能力の総合的な向上の一環として、弾道ミサイル防衛システムを以下の観点から強化

● 我が国全域を防護し得る能力の強化

● 即応態勢、同時対処能力、継続的な対処能力の強化

現中期防における主な取組

＜イージス艦＞

● ＢＭＤ能力を有するイージス艦を４隻から８隻に増勢

●能力向上型迎撃ミサイル（SM-3ブロックⅡA）の日米共同開発を継続・
取得（平成３３年度配備予定）

＜ＰＡＣ－３＞

● ＰＡＣ－３を６高射群全てに

配備済

● 能力向上型のＰＡＣ－３ＭＳＥを

導入

＜固定式警戒管制レーダー＞

● 新型レーダー（FPS-7）の整備・能力
向上

● 国民の生命・財産を守るため、米国の先進的な取組や装備品も研究しつつ、引き続き検討

→ 将来の弾道ミサイル迎撃体制についての調査研究の実施（平成26年度～）

ＢＭＤシステムの将来的な在り方の検討

イージス・アショア

17

〈従来〉 〈平成３３年頃の体制のイメージ〉



迎撃ミサイルの能力向上

ＳＭ－３ブロックⅡＡＳＭ－３ブロックⅡＡ ＰＡＣ－３ ＭＳＥＰＡＣ－３ ＭＳＥ

巡航ミサイルや航空機への対応と弾道ミサ
イル防衛の双方に対処可能な、新たな能力
向上型迎撃ミサイル。

PAC-3 MSEの導入により、防護範囲が拡
大し、同時対処能力等が向上。

距離

高
度

同時対処能力の向上（イメージ）

PAC-3の防護範囲

PAC-3MSEの
防護範囲

従来脅威への対処能力の向上

弾道ミサイル防衛用能力向上型迎撃ミサイルの必要性

SM-3 ブロック IAによる防護 能力向上型迎撃ミサイルによる防護

対処能力の向上

将来予測される迎撃回避手段や飛翔軌道の多様化への対処

迎撃回避手段
(おとり等)の出現

ロフテッド軌道:
ミニマムエナジー軌道より高
い軌道を取ることにより、最
大射程よりも短い射程となる
が、落下速度が速くなる軌道

ミニマムエナジー軌道:
効率的に飛しょうし、射程を
最も大きくする軌道

多様化した軌道
(ロフテッド)

通常軌道
(ミニマムエナジー)

SM-3ブロックIAの後継となる能力向上型迎撃ミ
サイル(SM-3ブロックIIA)の日米共同開発を実施。

SM-3ブロックIIAの導入により、防護範囲が拡大
し、同時対処能力等が向上。また、ロフテッド軌
道をとる弾道ミサイルの迎撃能力も向上。

平成３２年度配備予定平成３３年度配備予定
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イージス・アショア（陸上配備型イージス・システム）

デッキハウ
ス

ポーランド
（２０２０年）

ルーマニア
（２０１５年）

実験施設（ハワイ）

デッキハウス
（レーダー・管制等）

19

ミッドコース段階にある短・中距離弾道ミサイルを地上から迎撃するシステム。

米海軍のイージス艦と同様の、SPY-1レーダー、指揮通信・コンピュータ・情報（Ｃ４Ｉ）システム、ＶＬＳ
（垂直発射システム）などで構成され、SM-3ミサイルを搭載する。

米軍は、2015年１２月に1基目のイージス・アショアをルーマニアに配備完了し、2016年5月に運用開始。
2020年に2基目のイージス・アショアをポーランドに配備予定。

2014年5月にハワイ・カウアイ島において最初の発射試験（迎撃なし）を、2015年12月に同島において最初
の迎撃試験を実施し、成功。



ターミナル段階にある短・中距離弾道ミサイルを地上から迎撃するシステム。

大気圏外及び大気圏内上層部の高高度で目標を捕捉し迎撃。

2008年、最初のＴＨＡＡＤ部隊がテキサス州フォート・ブリス基地に配備。

201６年７月時点で、６個中隊が運用中。（うち１個中隊がグアムに展開中）

2016年７月、在韓米軍へのTHAAD配備の決定を発表。2017年５月、韓国国防部は、初期能力を発
揮できる状態とコメント。

2006年以降、201７年７月までの間に、１５回の迎撃試験を実施し、全て命中。

AN/TPY-2レーダー発射装置 迎撃可能範囲（イメージ）

高
度

（
k
m

）

PAC-3

（出典）米ミサイル防衛庁の資料等を基に作成

SM-3

THAAD
大気圏外

大気圏内

（参考）ＴＨＡＡＤ（Terminal High Altitude Area Defense：終末段階高高度地域防衛）
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新たな弾道ミサイル防衛システムの構築
〇 発射台付き車両（ＴＥＬ）からの発射や潜水艦からのＳＬＢＭの発射といった奇
襲攻撃能力を向上

⇒ 常時・持続的に北朝鮮からの弾道ミサイル攻撃に対処できる態勢の構築が必要

○ ロフテッド軌道での発射や同時発射能力も向上

⇒ ロフテッド軌道への対処能力、同時対処能力も向上させる必要

○ 可及的速やかに抜本的な能力の向上を図る必要

⇒ イージス・アショアは、イージス艦運用のための教育・整備体制の活用が可能。
ＴＨＡＡＤと比較して、防護範囲も広く、コスト（費用・人員）に優れる

北朝鮮からの弾道ミサイル攻撃に対して、平素から常時・持続的に全

国を防護できる新たな弾道ミサイル防衛体制を構築するため、

イージス・アショア（陸上配備型イージス・システム）２基を、速や

かに導入すべく整備に着手

イージス・アショアを運用する自衛隊イージス・アショアを運用する自衛隊

北朝鮮の弾道ミサイル攻撃に対し、３自衛隊のリソースを最大限活用し、統合運用を一層進めて対応する必要

我が国の陸上に固定的に配備するという特性等を踏まえ、陸上自衛隊が運用する部隊を保持

イージス・アショアの導入イージス・アショアの導入

イージス・アショアの導入等にあたり、平成２９年１２月１９日、
「弾道ミサイル防衛能力の抜本的向上について」を国家安全保障会議及び閣議で決定

イージス・アショアの導入等にあたり、平成２９年１２月１９日、
「弾道ミサイル防衛能力の抜本的向上について」を国家安全保障会議及び閣議で決定
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２．配備候補地の検討過程

22



検討過程①
平成２６年度～平成２６年度～

○ 現在の防衛計画の大綱において、「我が国全域を防護し得る能力を強化するため、即応態勢、同時対処能力及び継
続的に対処できる能力を強化する」とされたことを踏まえ、平成２６年から「将来の弾道ミサイル迎撃体制について
の調査研究」を実施するとともに、省内の委員会の枠組みの下、継続的に強化策について検討を実施。

○ 現有のＢＭＤシステムの対処能力を改めて検証した上で、新規装備品を組み合わせるなどした場合の対処能力につ
いて検証を行い、イージス艦２隻のみと比べ、さらにイージス・アショア又はＴＨＡＡＤを導入した場合、いずれも
ＢＭＤシステム全体の能力が大きく向上すること等を確認し、可及的速やかに配備できるかという点を重視して、全
国の自衛隊施設を対象として配備先等の分析も進めていくこととした。

将来、我が国に飛来する可能性のある弾道ミサイルに対し、現有のＢＭＤシステムの対処能力を改めて検証した上で、
新規装備品を組み合わせるなどした場合の対処能力について分析・評価を行うもの。

● 平成２６年度（０．４億円）及び平成２７年度（０．６億円）の調査研究

将来我が国に飛来する可能性のある弾道ミサイルに対し、現有のＢＭＤシステムの対処能力を改めて検証した上で、新規装
備品を組み合わせるなどした場合の対処能力について、シミュレーション等を実施して防衛力整備上の課題を抽出

● 平成２８年度（０．６億円）及び平成２９年度（０．６億円）の調査研究

常時即応態勢の強化に必要な装備体系について、イージス・アショアやＴＨＡＡＤを含む新規装備品も含めたミサイル防衛能
力の向上策に重点をおいてシミュレーションを実施

（参考）調査研究の内容

平成２８年度～平成２８年度～

○ 北朝鮮による相次ぐ弾道ミサイルの発射を踏まえ、全国を防護できるようなイージス・アショアの配置を含めイー
ジス・アショアやＴＨＡＡＤを含む新規装備品も含めたミサイル防衛能力の向上策について分析及び検討を実施。

○ イージス・アショア及びＴＨＡＡＤの防護範囲について数理的な分析を行い、イージス・アショア２基があれば我
が国を常時・持続的に防護することが可能であるが、ＴＨＡＡＤは、一定の地域を防護することを目的としており、
全国を常時・継続的に防護するために必要なアセットの数は、ＴＨＡＡＤの方が必然的により多くなると結論。 23



検討過程②
配備候補地の分析配備候補地の分析

○ 我が国全域を防護する観点から、北と西にバランス良く２基を配置するためには、ど
のような場所にイージス・アショアを配置するのが適当か数理的な分析を実施。結果、
多くの地域を防護するためには日本海側に設置する必要があることを確認。更に分析を
重ね、山口県付近と秋田県付近にイージス・アショアを配置した場合、２基で最もバラ
ンス良く我が国全域を防護することが見込まれた。

（注）例えば、北側については新潟県付近、秋田県付近、北海道西南部付近に設置した場合と、西側につ
いては九州北部付近、山口県付近、島根県東部付近に設置した場合について、それぞれ組み合わせて防
護範囲を調べると、最も広く効果的に防護できるのは、秋田県付近と山口県付近であった。

配備候補地の絞り込み配備候補地の絞り込み

山口県付近と秋田県付近の日本海側に所在する自衛隊施設を中心に詳細を検討。
特に、むつみ演習場と見島分屯基地、新屋演習場と加茂分屯基地を重点的に分析。
○ 配置した場所の周囲にある山等の地形が、弾道ミサイルの探知に支障を及ぼすよう

な遮蔽となるか否か分析。結果、新屋演習場及びむつみ演習場の周囲には、弾道ミサ
イルの探知に支障を及ぼすようなものがないことが見込まれた。

○ 新屋演習場は約１㎢、むつみ演習場は約２㎢であり、１㎢以上という広くてなるべ
く平坦な敷地を確保することができる。他方、加茂分屯基地及び見島分屯基地の警戒
監視レーダーの設置場所は、弾道ミサイルの探知に支障を及ぼすような遮蔽はないが、
敷地がそれぞれ約0.25㎢、約0.13㎢と狭小であり、条件を満たさなかった。

○ 電力・水道の安定的な供給と建設に必要な資機材を運搬できる道路の確保等インフ
ラ面についても検討。新屋演習場及びむつみ演習場の場合、本土にあるため電力・水
道の安定的な供給が見込めるほか、資機材を適切に運搬できることが見込めた。

平成３０年５月２８日に、省内の委員会で陸自むつみ演習場と陸自新屋演習場を配備候補地として
選定し、更なる調査を進めていくことを確認した上で、６月１日に対外公表を実施。

山口県周辺の自衛隊施設

秋田県周辺の自衛隊施設

出雲

山口

むつみ

小月

防府南

下関

美保 米子

高尾山

見島

岩国
防府北
防府

神町

秋田

加茂

秋田新屋

大高根

秋田

東根

院内

米国ミサイル防衛庁の協力を得て検討
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イージス・アショアの配置状況①

ルーマニアのイージス・アショアルーマニアのイージス・アショア

隊舎
（下士官等が居住）

レーダー

発射装置

○ 2016年5月から運用開始

○ 米海軍が運用

イージス・アショア

約5km

出典：Google Map
○ 半径１０キロ以内には以下の各集落が存在し、戸数、人口等は以下の状況
（出典：ルーマニア政府への問い合わせ）。

○ イージス・アショアが日常生活や経済活動等に与えるネガティブな影響は報告されていないとのこと。

（１）電磁波による健康被害：健康被害の報告なし。

（２）通信機器（テレビ、携帯電話等）への影響：２０１５年の電磁波影響調査の結果は、許容範囲とのこと。なお、

現地のレーダーは、テレビや携帯電話とは異なる周波数を利用しているとのこと。

（３）騒音：イージス・アショアの設備は周囲に騒音公害をもたらすものではないとのこと。なお、ルーマニアのイー

ジス・アショアは、以前は空軍基地であり、その当時は騒音問題があったとのこと。

出典：Google Map

名称 戸数 人口 学校数 基地からの距離
デヴェセル村 １，０００戸 ３，２５７人 学校１、幼稚園２ ３．８キロ
カラカル市 １１，８９０戸 ３４，６２５人 学校（高校含む）８、幼稚園５２ ５～７キロ
トライアヌ村 ９００戸 ３，４８０人 学校１、幼稚園１ ７キロ
ストエネシュティ村 ６５０戸 ２，４０８人 学校１、幼稚園１ ７キロ
レデア村 １，０５０戸 ３，２５９人 学校１、幼稚園１ ９キロ
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イージス・アショアの配置状況②

ポーランドのイージス・アショアポーランドのイージス・アショア

（注）スウプスク市中心部（市役所）からの距離

イージス・アショア
約5km

約
1.

0k
m

レーダー

名称 基地からの距離 戸数 人口
スウプスク市（注） 約４キロ 不明 約１００，０００人

出典：Google Map 出典：Google Map
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○ 現在、配備中。2020年から運用開始予定。

○ 市中心部から約4kmに位置し、同基地周辺には、外周フェンスを隔てて小学校がある。米国ミサイル防衛庁の試

験結果によると、１ｋｍ離れた小学校やショッピングセンターでも電波による障害が生じるおそれは全くないため、

配置することとした。

発射装置
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0

イージス・アショアの配置状況③

ハワイの実験施設ハワイの実験施設

レーダー

レーダー

発射装置

○ ハワイ・カウアイ島にある実験施設（PMRF: Pacific Missile Range Facilityに所在）。

○ 米国ミサイル防衛庁（ＭＤＡ）が管理。

○ 実験施設内にあるイージス・アショア試験施設から、半径10km以内には２つの集落と３つの学校が存在。

○ 周辺住民からイージス・アショアが日常生活や経済活動等に与えるネガティブな影響は報告されていないとのこと。

（１）電磁波による健康被害：健康被害の報告なし。

（２）通信機器（テレビ、携帯電話等）への影響：影響が発生しているとの報告なし。

（３）騒音：イージス・アショアの設備は周囲に騒音公害をもたらすものではない。

出典：Google Map 出典：Google Map
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（参考）住宅地に近い警戒監視レーダーの例

空自与座岳分屯基地（沖縄県糸満市）空自与座岳分屯基地（沖縄県糸満市） 空自御前崎分屯基地（静岡県御前崎市）空自御前崎分屯基地（静岡県御前崎市）

弾道ミサイル防衛では主に探知を任務とする
FPS-5レーダー（通称「ガメラレーダー」）を設置。

約3km

防空用の警戒監視レーダーFPS-2を設置。

約3km

約500m

約1km

出典：Google Map

約1km
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３．周辺への影響
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イージス・システムのレーダーについて①

ＢＭＤ任務のイメージ

イージス艦のＢＭＤ任務におけるレーダーの運用イージス艦のＢＭＤ任務におけるレーダーの運用

○ 基本的に弾道ミサイルの飛来については、米軍の早期警戒衛星と自衛隊の警戒監視レーダー（FPS-5等）で常時監

視し、イージス艦のレーダーは、弾道ミサイルの「迎撃」が想定される際に使用。

○ イージス艦には指向性が高いレーダーが搭載されており、弾道ミサイル防衛の任務に就いている際は、弾道ミサイル

が飛来する方向に範囲を限定してレーダー波を照射し、弾道ミサイルの探知、追尾から迎撃ミサイルの誘導までを実施

しており、弾道ミサイルの迎撃のために全周に照射するようなことは行わない。

○ 迎撃の方法は様々あり、主に以下のような方法があるが、状況に応じて使い分けており、必ずしも常にレーダーを稼
働させているわけではない。

① イージス艦単体で弾道ミサイルの捜索から探知・追尾、迎撃弾の誘導までを行う方法

② 弾道ミサイルの捜索は他のセンサ（FPS-5等）が行い、その情報を下にイージス艦が探知・追尾して迎撃する方法

※ イージス艦の場合、状況に応じてレーダーを艦隊防空のためにも使用

③迎撃

②探知・追尾
③迎撃②探知・追尾

イージス・アショアのレーダーの運用方法は検討
しているが、メインビームを地表（人）に向けて
照射することのないよう設計・運用する

艦隊防空のイメージ

①捜索

①捜索
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○ 目標へ照射される出力の大きいメインビーム（メインローブ）を照射する際には、レーダーの周囲にサイドロー
ブが発生する。ただし、これはメインローブに比べ電波は相当に小さく、至近距離でない限り人体に影響を与える
ことはない。

○ したがって、イージス艦においては、レーダー照射中でも、適切な管制により人に対する影響を避けることがで
き、上甲板での作業を実施することもできる。

人体への影響人体への影響

メインローブ

サイドローブ
（保安距離をとる等の対策）十分な敷地面積を確保

地表（人）に向けて
照射することはない

イージス・システムのレーダーについて②

上空にのみ電波を発射

○ メインローブについては、レーダーの照射方向を管理し、人の存在する地表に向けて照射することはしない。

○ サイドローブが敷地外の人などに万が一にも影響を与えないかどうか確認する必要があるが、影響を与えないよ
うにするために、以下の対策が考えられる。

① 十分な保安距離をとることで局限すること

② メインビームの仰角により影響は変わるため、敷地外に影響を与えないような仰角で運用すること

○ 電波環境調査を実施して、これら必要な対策を検討し、敷地外に万が一にも影響を与えないよう設計・運用する。

イージス・アショアのレーダーの場合

一般的なレーダー
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イージス・システムのレーダーについて③

航空機の運航に与える影響航空機の運航に与える影響

○ イージス艦ではレーダーを照射する際は、飛行制限区域を設けていない。航空機が近傍を飛行する場合には、
レーダーの照射を中止する措置を講ずることで、航空機の運航に影響を与えないようにしている。

○ また、ヘリコプターの発着艦中は、ヘリコプターの方向にはレーダーを照射しないことで、ヘリコプターの発着
艦に影響を与えないようにしている。

イージス・アショアのレーダーの場合

○ 電波環境調査を通じて、航空機の計器等へ影響を与えるか否か十分に調査する。

○ 航空機の運航に支障を与えることが判明するような場合は、米軍が他国で運用するイージス・アショアやレー
ダーと異なり、今般導入するイージス・アショアは我が国が運用するため、関係省庁等とも連携しつつ、航空機の
運航に支障を生じないようなレーダーの運用方法を検討していく。

○ 仮に飛行制限区域を設定する場合には、ドクターヘリなどが緊急時に飛行できるよう、レーダーの照射を中止す
る等の措置により、必要な対策をとりたいと考えている。

その他に与える影響その他に与える影響

○ 他の無線局への影響

・ イージス・アショアが発する電波が他の無線局から発する電波と干渉することがあり得る。

・ 電波法等の国内法令を遵守するため、電波環境調査を通じて、電波干渉対策を検討していく。

○ 風車や高層建築物への影響

・ 電波環境調査を通じて、周囲の風車や高層建築物がレーダーの運用に与える影響を調査する。

・ 周囲の風車や高層建築物にメインビームが照射され、人に影響を及ぼすことがないよう、レーダーを運用する。
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イージス・システムによる迎撃について

○ イージス・アショアが迎撃ミサイルを発射するのは、弾道ミサイルが我が国領域に落下
する可能性があると判断された場合です。

○ 発射された迎撃ミサイルは、垂直に上昇した上で、弾道ミサイルの方向に角度を調整し
ながら、弾道ミサイルに向けて飛翔します。

○ 弾道ミサイルの迎撃は、大気圏外（高度概ね100km以上）で行われます。破片は大気
圏内に突入する際に熱せられ、地上に落下しません。

ＳＭ－３

イージス艦

FPS-5レーダー

SM-3ミサイル

FPS-3改レーダー

JADGE
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発射の際の燃焼ガスや事故の可能性等について

○ ＳＭ－３ミサイルは固体燃料を用いており、
燃焼後に発生するガスの主要な成分は、塩化水
素、一酸化炭素、二酸化炭素です。一部の液体
燃料に含まれるような発がん性物質は含まれて
いません。

○ ミサイルは短時間で高い高度まで飛しょうす
るため地上付近でのガス排出量は比較的少量で
あり、ガスは時間とともに拡散し濃度が低下し
ます。

○ 燃焼ガスの拡散については、詳細分析中です
が、人に被害を与えるような高い濃度のガスが
敷地外に拡散する可能性は低いと考えています。

燃焼ガス燃焼ガス 発射時の事故の可能性発射時の事故の可能性

ＳＭ－３

燃焼ガス

ＳＭ－３

○ これまで発射段階で周囲に影響を及ぼすよう
な事故が発生したことはありません。

○ また、イージス・アショアに搭載する発射装
置は、イージス艦が搭載しているものと同じで
す。仮にイージス艦で迎撃ミサイルが爆発・暴
発してしまった場合には、船が沈むことになる
ため、非常に頑丈な容器に搭載されています。

○ さらに、広い敷地を確保することにより、万
が一の影響を最小化させます。

イージス艦の発射装置
（ＶＬＳ）

発射時の騒音発射時の騒音

○ ＳＭ－３ミサイルは、発射後直ちに高高度ま
で飛しょうし、地上付近での燃焼はごく短期間
であり、燃焼の音が聞こえる時間も極めて短い
（数秒）と考えております。
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SM-3ミサイルやイージス・アショアの試験について

ＳＭ－3の開発（及び発射試験）
• ＳＭ-3ブロックⅡＡは平成18年度から約12年間

かけて開発
• これまでの発射試験の実績は以下のとおり

地上の試験用発射機から発射：２回
イージス艦から発射 ：２回
（弾道ミサイルを迎撃）
イージス・アショアから発射：１回
（弾道ミサイルを迎撃）

• 今後、米国主導で4～5回の発射試験を実施予定

イージス・アショアの開発
• 2009年から開発開始。その後、米国内で各種試

験を実施した上でルーマニアに移送。
• 米国ハワイの試験施設で発射試験を実施。
• 2015年にルーマニアのサイトを設置し、2016年

に運用開始。
• 現在、ポーランドのサイトを設置中。

日本向けイージス・アショアの試験
• イージス・アショアに搭載するレーダーを含む構

成品が選定され次第、米政府と共に、製造や試験
の日程について調整する予定。

米国内での試験の概要（案）
レーダの性能を確認
イージスシステムとレーダの連接を確認
イージスシステムとＳＭ-3ミサイルの連接を
確認（発射試験）

国内での試験の概要（案）

イージスシステムとレーダの連接を確認
イージスシステムの機能を確認
イージスシステムと日本の防空システムの
連接を確認

米国内での製造
米国内での試験

国内での建物の建築（地元調整後） 国内での機能確
認試験

建物にイージス・アショアを組込

…

《今後のスケジュール》
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弾道ミサイルを迎撃する試験の結果について

これまでに実施された弾道ミサイルを迎撃する試験におけるＳＭ－３の命中率
は約７７％、ＳＭ－６及びＳＭ－２の命中率は１００％
各ミサイルの一段目ブースターや二段目ロケットは全て正常に動作しており、
発射機近傍の施設などに被害を与えたことはない
今後、ＳＭ－３ブロックⅡＡは、米国主導で4～5回の発射試験を実施予定

弾種 迎撃試験の結果 一段目と二段目の動作

SM-3 １０回中 ８回命中 80%
４６回の発射試験において

すべて正常に動作SM-3 Block IA １６回中１３回命中 81.25%

SM-3 Block IB １０回中 ８回命中 80.0%

SM-3 Block IIA ３回中 １回命中 33.3%

SM-6 Dual I ３回中 ３回命中 100%

SM-2 Block IV ４回中 ４回命中 100%

米国による弾道ミサイル迎撃試験の実績

出典：米ミサイル防衛庁Ｗｅｂページ

ノーズコーン 弾頭部 誘導部
三段目

ロケット 二段目ロケット分離
機構

分離
機構

操舵部 一段目ブースター

1

（参考）ＳＭ－３ブロックⅡＡの構成品

発射機近傍の施設などに
被害を与えたことはない
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○ イージス・アショアは重要な防衛装備であり、適切な警備体制を構築する必要があります。イージス・アショ
アの運用部隊の規模や配置のあり方に関しては、ルーマニアの例を参考にしつつ、省内で検討を行っております
が、現時点では運用や警備の要員を含め、１か所当たり約２００名程度は配置する必要があるのではないかと考
えています。

○ 平素においては、警察や海上保安庁と情報収集等で連携しながら、敷地内においては自衛隊の警備要員が警備
し、万が一の場合には、武器を使用して装備品や施設を防護します。

○ また、状況に応じて、高い警備能力を有する普通科連隊等を派遣して、万全に防護する考えです。地形や周囲
の状況を勘案したしっかりとした警備態勢を敷けるよう計画を策定します。

ミサイル等からの防護ミサイル等からの防護

警備態勢の検討

武装工作員等からの防護武装工作員等からの防護

○ 他国から弾道ミサイルが発射された場合であっても、イージス・アショア自らのシステムで迎撃します。

○ また、事態に応じて、海上自衛隊のイージス艦、航空自衛隊のＰＡＣ－３部隊、陸自の高射部隊等と連携を行う
ことにより、イージス・アショア自体を重層的に防護する態勢をいつでもとれるよう検討していきます。

ＰＡＣ－３（各方面隊に配置） 中ＳＡＭ（各方面隊に配置）

※ 万が一、住民に直接的な危害が及ぶ可能性がある
場合においては、関係自治体が定める国民保護計画
に基づき、避難・誘導に協力していきます。また、
国民保護に係る訓練に積極的に参加するなど、平素
より関係自治体や地域住民と密接に連携を取りたい
と考えております。
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弾道ミサイルが落下する場合の避難について①

○ イージス・アショアが迎撃ミサイルを発射するのは、弾道ミサイルが我が国領域に落下
する可能性があると判断された場合です。

○ 弾道ミサイルが日本に落下する可能性がある場合には、Ｊアラートを通じ、広く国民の
皆様に避難を呼びかけることになります。

○ 防衛省・自衛隊としては弾道ミサイルの迎撃に万全を期す考えですが、ミサイル着弾時
の爆風や破片などによる被害を避けるためにも、建物の中や地下への避難を国民の皆様に
呼びかけることになります。

○ 避難の呼びかけは、非常に広範囲に対して行われることになります。

出典：内閣官房国民保護ポータルサイト
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弾道ミサイルが落下する場合の避難について②

○ 弾道ミサイルが発射された場合における避難の呼びかけとＢＭＤシステムによる迎撃は
一般的には以下の流れになります。

弾道ミサイルの発射

①ミサイル発射情報と避難の呼びかけ

《Ｊアラート》
ミサイル発射。ミサイル発射。
北朝鮮からミサイルが 発射さ
れたものとみられます。建物の
中、又は地下に避難して下さい。

日本の領域外の海域に
落下した場合

日本の上空を通過した
場合

②ミサイル落下情報 ②落下場所等につい
ての情報

《Ｊアラート》
先程のミサイルは、●●海
に落下したものとみられま
す。不審な物を発見した場
合には、決して近寄らず、
直ちに警察や消防などに連
絡して下さい。

《Ｊアラート》
ミサイル通過。ミサイル通
過。先程のミサイルは、
●●地方から●●へ通過し
たものとみられます。不審
な物を発見した場合には、
決して近寄らず、直ちに警
察や消防などに連絡して下
さい。

日本に落下する可能性があると判断した場合

イージス・シス
テムによる迎撃

②直ちに避難するこ
との呼びかけ

《Ｊアラート》
直ちに避難。直ちに避
難。直ちに建物の中、
又は地下に避難して下
さい。
ミサイルが落下する可
能性があります。直ち
に避難して下さい。

ＰＡＣ－３によ
る迎撃

③落下場所等につい
ての情報 （内閣官房資料をもとに作成）

39



４．今後の取組
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今後の取組

外部への委託調査

○ 配備できるか否かは詳細な調査を行うことが必要であり、今後、業者への委託調査等
を行いながら、配備可能性について検討していきます。

○ その際には、周囲に与える影響についても調査・分析し、周囲に与える影響を含めて
配備可能性を検討してまいります。

○ 仮に周囲に与える影響をなくす対策もなく、不適との結論に至れば、配備しないこと
もあり得ます。

地質・測量調査地質・測量調査 基本設計基本設計 電波環境調査電波環境調査

内部での検討
○ 警備態勢の検討
○ 構成品・機能の検討
○ 人材育成の検討
○ 官舎等の検討
○ 装備品性能の各種分析 等

こうした委託調査や検討を進めながら、配備可能
性を検討するとともに、具体的な配備計画につい
て検討させていただきます。
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施設配置の検討（イメージ）

地質・測量調査の実施

配備候補地の地形や標高、地盤強度や地質の調
査を行い、施設配置の検討に反映させます。

施設配置案の作成

配備候補地の状況を踏まえ、各施設の配置案や
インフラの配置を検討します。

配備候補地の資料収集

配備候補地の土地利用状況やインフラ（水道、
電気等）の状況などの文献資料を収集します。

地質・測量調査、施設配置の検討（基本設計）

地質・測量調査に当たっては、住民の皆様への影響がないよう、十分な対策を実施していきます。

今後、具体的な説明を行うためにも必要な地質・測量調査や施設配置の検討を行い、配備候補地に施設を
配置できるか否かを確認します。

－ イージス・アショアの配備ができるか否かを確認するため、水道・電気などのインフラ施設に加え、隊員が事務を
行う庁舎や居住する隊員のための隊舎、食堂や浴場、倉庫や整備場などの施設をどの様に配置するのかなど、基本的
な検討を行います。

－ 施設配置の検討に際しては、配備候補地の現況を把握するための地質調査や測量調査を行います。

地質・測量調査（イメージ）

配備候補地の地形や標高、地盤強度や地質の状況を把握するための調査を行います。

国土地理院HPより抜粋
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地質調査

周囲の地下水等の状況を把握するとともに、環境に配慮した方法で地質調査を行います。

配備候補地において、建物など構造物や工作物の配置検討に必要な地盤の強度や地質を把握するため、
ボーリング調査及び土質調査を行うとともに、周辺の河川や井戸等の現状を把握するための水文調査を行
います。

－ ボーリング調査は、金属製の機材を用いて地盤に直径十センチ程度で深さ数メートルから数十メートルの孔を掘削
し、地盤の強度や地層の構成を調べるものです。

－ 今般予定しているボーリング調査については、一般的に行われているものであるため、それにより水源に影響を与
える可能性は非常に低いと考えています。

周囲に影響を与えないよう、調査に当たっては、水源の場所等を考慮して、金属製の管（ケーシン
グ）で孔壁を保護するなど、環境により配慮した方法により、適切に対応してまいります。

ボーリング機械による掘削
により地盤の状況を把握。

試料採取等

・ケーシングといわれる
金属製の管で掘削した孔
の内壁を保護するなど、
環境に配慮します。

既存資料や現地確認より、
水利状況の現況を把握

Ｃ川（支流Ｃ）

Ａ川（支流Ａ）

Ｂ川（支流Ｂ）

水田
裸地

植生Ａ

畑

植生Ｂ

・周辺の河川や井戸、湧水等の現状を把握するための水
文調査を事前に行います。
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測量調査

配備候補地の地形を把握するため、航空測量を行うとともに、既設の道路や雨水排水施設等の位置や形状
等を把握するための既設構造物調査を行います。

－ 事前に配備候補地周辺の基準点を基に、演習場内の基準となる位置を測量します。

－ 一般的に行われている航空測量により、配備候補地の地形や標高の測量調査（空中写真測量、航空レーザ測量※）を
行います。

※航空機に設置されたレーザスキャナにより、地形の標高を把握します（測量に用いるレーザは地上（人、建築物等）へ影響のないものです）

背景地図:国土地理院地図（電子国土WEB）

地表面の形状を抽出

表層高

地盤高

地形図

航空レーザ測量イメージ

施設の配置検討に必要な、配備候補地の地形や標高の現況を把握するための調査です。
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電波環境調査の概要

②到達電波調査

民間の施設

①配備候補地周辺の通信施設を調査

配備候補地

電波環境調査イメージ

予 定予 定

８月上旬 ： 入札公告予定。
９～１０月頃： 開札予定。業者と契約。

１１～１２月頃： 調査計画を立案。
来 年 ： 現地調査を実施予定。

※ スケジュールは、今後、業者側と調整を行うため、
改めて説明します。また、調査に入る前には必ず説明
会で調査内容を説明します。

仮にイージス・アショアを設置した場合に情報通信運用が的確に実施できるか否かを確認するとともに、
周辺に与える影響を調査するため、現状の秋田市、萩市及び阿武町の通信施設及び電波環境等を把握しま
す。

－ 配備候補地周辺の既存通信施設等（航空機等を含む）を確認した後、電波測定などの現地調査を行い、イージス・
アショアの電波が配備候補地周辺に与える影響について詳細な検討を行うものです。併せて配備候補地周辺からイー
ジス・アショアに与える電波の影響についても行います。

－ 配備候補地周辺の公共施設、住宅地等の位置関係を確認した後、到達電波調査を行うことにより、人体等への電磁
波の影響を確認します。

※ 並行して、米国の協力も得て、防衛省内で詳細な数理的な分析（机上検討）も実施します。
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レーダー

実験施設（ハワイ）

イージス・システムのレーダーの選定手続き

レーダーの選定手続きレーダーの選定手続き

○ イージス・アショアに搭載するレーダーについては、複数の選択肢があることが見込まれたことから、現在、防衛
省 において、公正性・公平性を担保しつつ、選定作業を行っているところです。

○ 今後しかるべき時期に、イージス・アショアに搭載するレーダーを決定したタイミングで、選定結果について公
表・御説明させていただきます。

○ なお、レーダー選定はあくまでイージス・アショアの数ある構成品の一部を確定するものに過ぎず、選定後であっ
てもイージス・アショアが配備可能か否かを調査する段階であることに変わりはありません。

○ レーダーを選定した後、特に多くの地元の皆様が心配されているレーダーが発する電波に関する環境影響調査を実
施する予定です。
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